令和３年度募集

第３４回 助成研究募集要項
令和３年７月
一般財団法人 東海産業技術振興財団

第３４回　助成研究募集要項
一般財団法人　東海産業技術振興財団
Ⅰ．本財団の目的および事業
（目　的）
本財団は、東海地域における産業技術に関する研究に対する助成、セミナー、シンポジウム、研究会の開催等を産学官の緊密な連携のもとに行うことにより、東海地域における産業の振興及び活力ある創造性豊かな地域経済の実現を図り、もって我が国経済の健全な発展に寄与することを目的とする。
（事　業）
本財団は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。
（１）産業技術に関する研究に対する助成　
（２）産業技術に関する普及啓発
（３）産業技術に関するセミナー、シンポジウム、研究会等の開催
（４）前各号に掲げるもののほか、この法人の目的を達成するために必要な事業
前項の事業は、東海地域（原則として愛知県、静岡県、岐阜県、三重県）で行う。
本財団は上記（１）項について、産業技術に関する研究実施者に、次の要領により研究助成金を交付します。
Ⅱ　研究の条件
　１．助成する研究
東海地域(愛知県､静岡県､岐阜県､三重県)における産学官共同研究をはじめとする産業技術に関する研究を対象に助成の募集・選考・決定を行います。
　２．助成する研究の分野・助成額・条件等
以下の内容を基本とします。（第３４回研究助成）
	区　分
	一般発展型
	研究育成型

	
	一定の成果が見込める研究計画であって、原則として大学（学生は除く）、公的試験研究機関及び企業が実施する産学官・産学・産官・官学の共同研究
※独立行政法人は、その機関の性格によって分類します。
※大学だけ（学学）、あるいは企業だけ（産産）といった共同研究は「産学官の共同研究」には該当しません。こうした申請は受付しかねます。
	工学を基礎としたグリーンイノベーション、ライフイノベーション、情報イノベーションを推進する挑戦的研究や比較的初期段階の研究であって、原則として大学、公的試験研究機関、企業等の研究者（個人またはグループただし、学生は除く）が遂行する研究
※共同研究であるか否かは不問



	支援の目的
	新規性を有し、実用化及び応用の可能性が期待される共同研究活動を支援
	①工学を基礎とした挑戦的研究や比較的初期段階の研究を対象に新市場・産業の創出が期待される先端革新技術進展の可能性を探究する研究活動を支援
②経験・実績の少ない若手研究者の研究活動を支援

	応募資格
（年齢）
	不問
	原則として、応募年度の年度末時点で
４０歳以下

	対象地域
	東海地域（愛知県、静岡県、岐阜県、三重県）において、大学、公的試験研究機関及び企業が実施する研究

	助成分野
	以下の産業技術に関する研究に対する助成
環境関連分野、医療福祉技術関連分野、材料関連分野、電子・情報関連分野、生産技術関連分野、バイオテクノロジー関連分野
	工学を基礎としたグリーンイノベーション（環境・資源・エネルギー・食料生産革新等）、ライフイノベーション（医療福祉・介護・健康・情報通信技術活用等）、情報イノベーション（AI・IoT技術活用等）を推進する挑戦的研究や比較的初期段階の研究に対する助成

	選定の評価基準
	①研究計画の妥当性、②研究の新規性、③実用化及び応用の可能性、④共同研究の妥当性、⑤東海地域の産業振興への貢献、⑥研究実績
	①研究計画の妥当性、②研究の新規性、③発展性・応用の可能性

	1件当たりの
助成金額の上限
	２００万円
	１００万円

	研究期間
	原則として２年以内
※第３４回研究助成の助成金をもって原則２年以内の研究を行っていただきます。
（２年間の研究に対し、助成金の交付は１回のみとなります。）
	原則として１年
※第３４回研究助成の助成金をもって原則１年間の研究を行っていただきます。


※助成金は、申請者の所属機関が大学の場合、奨学寄付金扱いとなります。

３．助成金額
全分野合計　　２，０００万円程度
４．募集・選考
　（１）募集　　令和３年１０月  １日受付開始
　　　　　　　　令和３年１１月３０日締切
　（２）選考　　選考委員会において選考
　　　　　　　　助成対象の最終決定時期･･･････････ 令和４年３月（予定）
　　　　　　　　助成金の交付時期･････････････････ 令和４年４月（予定）
５.選考方法等

・本財団の選考委員会において厳正かつ公平な選考を行い、助成対象者を最終決定いたします。
・審査過程や結果に関するお問い合わせには回答できない旨ご了承ください。
・選考の結果は、助成対象者決定後速やかに、応募者全員にご連絡します。
６.選考基準

選考は下記の点を考慮し、総合的に評価します。
・内容が本財団の目的と合致し、本財団の助成金が真に有意義な資金となるもの。
・先見的かつ科学・技術の基盤となる可能性が見込まれる内容のもの。
・研究計画・研究方法などが独創的・意欲的であり研究者としての能力、蓄積が認められるもの。
７．研究の成果の帰属とその普及
　研究の成果としての知的財産権は、原則として実施者（または所属機関）に帰属するものといたしますが、その出願に際しては、その旨を届け出ていただきます。なお、成果の普及・実用化等について、実施者（または所属機関）と本財団が協議させていただくこともあります。
８．研究の成果発表
　本財団は助成研究の成果について、ホームページ上で公開致します。（http://www.tft.or.jp/josei_reports/index.html）なお、知的財産権に係る成果の発表時期は、研究実施者（または所属機関）等との協議事項とします。
　研究の成果を学会等に発表されるときには、本財団の研究助成金を受けて実施した旨を明記してください。
９．請書の提出
　研究助成金の交付を受ける際には、次の次号を守る旨の請書を提出していただきます。ただし、研究助成金を研究実施者の所属する国等の機関に寄付する場合、（５）及び（７）項の適用は除外します。
（1） 助成研究は、あらかじめ財団に提出した助成研究実施計画書に従って実施すること。
（2） 助成研究の実施過程において助成研究実施計画書を変更する必要が生じた場合は、すみやかに財団に報告し、その了承を得ること。
（3） 助成研究が終了したときは、財団に研究完了報告書を提出すること。
（4） 助成研究の終了前においても、財団から求められた場合は、適宜実施状況を報告すること。
（5） 助成研究実施計画書に記載した研究を実施しなかった場合は、研究助成金を返還すること。
（6） 助成により取得された機械設備等の処分及び助成研究の成果の帰属の取り扱いについては、あらかじめ財団と協議してこれを処分すること。
（7） 助成研究実施者は、帳簿等を備え、助成研究に係る経理を他の経理と明確に区分し、財団からの照会があった場合はこれに応ずること。
（8） 上記に掲げた内容等を遵守しなかった場合、研究助成金を返還すること。
１０．その他

過去３３回の応募状況及び助成研究件数は次のとおりです。

	募集回（募集年）
	応募数
	助成数
	助成金総額

	第１回（昭和62年）
	７７
	７
	３，０００万円

	第２回（昭和63年）
	５６
	９
	３，１００万円

	第３回（平成元年）
	５５
	９
	３，１００万円

	第４回（平成２年）
	５５
	１３
	３，２００万円

	第５回（平成３年）
	７９
	１６
	３，５００万円

	第６回（平成４年）
	９０
	１８
	４，０００万円

	第７回（平成５年）
	８３
	１９
	３，５００万円

	第８回（平成６年）
	９１
	１８
	３，５００万円

	第９回（平成７年）
	９８
	２１
	３，９００万円

	第１０回（平成８年）
	７４
	１４
	２，０１０万円

	第１１回（平成９年）
	５１
	７
	２，０００万円

	第１２回（平成10年）
	３１
	７
	１，７２０万円

	第１３回（平成11年）
	２３
	９
	２，３００万円

	第１４回（平成12年）
	３８
	８
	２，０００万円

	第１５回（平成13年）
	５４
	１０
	２，０００万円

	第１６回（平成14年）
	３５
	７
	２，０００万円

	第１７回（平成15年）
	５４
	９
	２，０００万円

	第１８回（平成16年）
	４８
	９
	２，０００万円

	第１９回（平成17年）
	３９
	８
	２，０００万円

	第２０回（平成18年）
	３７
	８
	２，０００万円

	第２１回（平成19年）
	３４
	１３
	２，０００万円

	第２２回（平成20年）
	３２
	１２
	２，０００万円

	第２３回（平成21年）
	３９
	１０
	　  ８００万円

	第２４回（平成23年）
	４９
	８
	　  ５００万円

	第２５回（平成24年）
	６７
	２０
	１，８８０万円

	第２６回（平成25年）
	８９
	２１
	２，０３０万円

	第２７回（平成26年）
	８０
	１９
	２，０８０万円

	第２８回（平成27年）
	６６
	２３
	２，６６０万円


	募集回（募集年）
	応募数
	助成数
	助成金総額

	第２９回（平成28年）
	６０
	１８
	２，１４０万円

	第３０回（平成29年）
	８１
	２３
	２，５５０万円

	第３１回（平成30年）
	７９
	２２
	２，１２０万円

	第３２回（令和元年）
	５４
	１６
	１，９４０万円

	第３３回（令和２年）
	５２
	１５
	１，９２３万円

	合　　　計
	１，９５０
	４４６
	７７，４５３万円


※第２４回より従来の応募分野（一般発展型に相当）に加えて、新たな分野（研究育成型に相当）を追加設定しており、第２４回以降の応募数はこれらの分野の合計を示しています。
留意事項
（1） 応募に当たり、応募された方の個人情報について、以下の事項をご了承いただいたものとします。本財団が助成に関して取得する個人情報等は、次の業務に必要な範囲に限定して取り扱います。
・助成対象の選考作業や助成の可否の通知
・本財団の事業報告及び本財団のホームページでの公開
・本財団が開催する行事への案内
（2） 助成申込書類一式は原則として返却いたしません。
（3） 助成金は、その目的達成のために有効に活用を願います。
「一般発展型」用 
Ⅲ．研究助成申請書の記載方法（※「一般発展型」の場合）

〔様式１（一般発展型）〕
　　　令和　　年　　月　　日
研　究　助　成　依　頼　書
一般財団法人　東海産業技術振興財団　
理 事 長　神　野　吾　郎　様
（機関等の名称）





　　　 （代表者の役職）




　　　　　　　（代表者の氏名）　　　　　　　　　　　　印
	研究実施者の所属する機関の代表者が記入する。企業・団体等の場合にはその代表者又は研究実施者の所属する組織の長が記入して下さい。


表記について、下記の者の申請書を提出いたしますので、よろしくお願いいたします。

記

所　属　　　役　職　　　氏　　名
○○○　　　○○○　　　○○○○
　△△△　　　△△△　　　△△△△
以　上

「一般発展型」用 
	機関の代表者は、研究実施者の研究助成金交付申請書を、まとめて研究助成依頼書に添付して提出して下さい。


〔様式２（一般発展型）〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　 月 　日
第　　　号　
研　究　助　成　金　交　付　申　請　書
一般財団法人　東海産業技術振興財団　
理 事 長　神　野　吾　郎　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　研究実施者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒住　所（所属機関の所在地）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(所属機関,　　　　)名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　官職又は役職
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  氏　名　 　　　　　　 （　　歳）印







　　（※年齢は応募年度の年度末時点年齢を記載して下さい）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL　　　　　　　　　FAX

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail

一般財団法人 東海産業技術振興財団 助成研究募集について、下記の助成研究実施計画書を提出いたしますので、研究助成金の交付をお願いいたします。

記

１．研究テーマ名
２．研究対象分野
（　　）①環境関連分野
（　　）②医療福祉技術関連分野
（　　）③材料関連分野
（　　）④電子・情報関連分野
（　　）⑤生産技術関連分野
（　　）⑥バイオテクノロジー関連分野
	　該当する分野の（　）に○印を付けて下さい。尚、複数の場合は順位を付けて下さい。


「一般発展型」用 
３．研究費総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　千円
４．研究助成金要望額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　千円
　５．助成研究実績について
　（１）本財団からの研究助成〔※研究分担者であった場合を含む〕
	助成の有無（○印を）
	助成年度
	テーマ名

	　　有　　（　　）※
	
	

	　　無　　（　　）
	　　　―　
	　　　　　　　 ―　


　※自己が研究分担者だった場合、主たる研究実施者の氏名
（２）他機関からの研究助成
	本研究テーマに関連して他機関(文部科学省科研費,NEDO及び他財団等)からの助成実績及び他機関へ助成手続き中の研究について記載して下さい。（※他機関へ助成手続き中のものについては「助成機関名」の欄に、（申請中）、（今年度交付決定）等、状況が判る様、補足してください。）
助成機関名
	助成年度
	テーマ名

	
	
	

	
	
	

	
	
	


６．研究実施者等







（※年齢は応募年度の年度末時点の年齢をご記入下さい）
（１）研究実施者  eq \o\ad(\s\up 10(フリガナ),氏名) 　　　　　　　　　　　（　　　歳）
（２）　　同　　 略歴
	項　目
	年
	月
	内　　　　　容

	最終学歴
	
	
	

	職　　歴
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（３）研究分担者
	氏　名
	所　属・役　職
	所属機関の所在地（都道府県名）
	ＴＥＬ
	ＦＡＸ

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（４）研究分担概要(研究実施者､分担者全ての氏名と概要を20～40字程度で記入して下さい)　
（※共同研究者がいない場合、ご記入は不要です）
	氏　　名
	研　 究　 分　 担　 概　 要　※

	研究実施者名

	

	研究分担者名-１

	

	研究分担者名-２


	

	
	


※産学官の分野は、申請時の身分、役職によりますが、特に事情があれば補足記入して
ください。
「一般発展型」用 
７．助成研究実施計画書
（１）研究の概要
以下の枠内に適宜図等を使用して簡潔に記述して下さい。なお、研究実施者または研究分担者のホームページがある場合は、そのＵＲＬを記入して下さい。



「一般発展型」用





「一般発展型」用 
（２）主たる研究実施場所
	研究実施場所
	研 究 項 目

	
	

	
	

	
	


	研究を実際に行う場所と研究項目を記載して下さい。


（３）研究の開始及び終了年月
開　　始･･････令和　　年　　月　　日
終了予定･･････令和　　年　　月　　日
	研究期間は原則として２年以内です。
「研究助成金要望額と研究費総額内訳について」記載項8.の研究期間に整合性を持たせて下さい。


８．研究助成金要望額と研究費総額内訳について
研究対象期間の研究助成金要望額と研究費総額内訳を記入してください。
研究期間における研究助成金要望額・研究費総額・内訳　　　　　　（単位：千円）
	　年　度
	研究助成金
要　望　額
	　　　　共同研究自己資金
	　　　計
（研究費総額）

	
	
	研究実施者
	研究分担者
	

	令和　　年度
～
令和　　年度
	
	
	
	

	研究助成金の
主な内訳
	　　　　　　費　　　　　　　千円
　　　　　　費　　　　　　　千円
　　　　　　費　　　　　　　千円
　　　　　　費　　　　　　　千円
その他　　　　　　　千円


	研究助成金要望額の合計欄の総額は、最高２，０００千円です。


※例えば、当該研究に係る「研究費総額」が400万円の場合、「研究助成金要望額」＋「共同研究自己資金」＝「計（400万円）」となる様に記載してください。なお、「共同研究自己資金」がある場合、その他特記事項欄にその資金の調達方法について簡単に記載してください。（例：「交付決定済の科学研究費で支弁」「○○へ申請予定の助成金で支弁予定」等）
　※　その他特記事項
「研究育成型」用
Ⅳ．研究助成申請書の記載方法（※「研究育成型」の場合）

〔様式１（研究育成型）〕
　　　令和　　年　　月　　日
研　究　助　成　依　頼　書
一般財団法人　東海産業技術振興財団　
理 事 長　神　野　吾　郎　様
（機関等の名称）





　　　 （代表者の役職）
（代表者の氏名）　　　　　　　　　　　　印
	研究実施者の所属する機関の代表者が記入する。企業・団体等の場合にはその代表者又は研究実施者の所属する組織の長が記入して下さい。


表記について、下記の者の申請書を提出いたしますので、よろしくお願いいたします。

記

所　属　　　役　職　　　氏　　名
○○○　　　○○○　　　○○○○
　△△△　　　△△△　　　△△△△
以　上
	機関の代表者は、研究実施者の研究助成金交付申請書を、まとめて研究助成依頼書に添付して提出して下さい。


「研究育成型」用
〔様式２（研究育成型）〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　 月 　日
第　　　号　
研　究　助　成　金　交　付　申　請　書
一般財団法人　東海産業技術振興財団　
理 事 長　神　野　吾　郎　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　研究実施者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒住　所（所属機関の所在地）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(所属機関,　　　　)名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　官職又は役職
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  氏　名　 　　　　　　　（　　歳）印







（※年齢は応募年度の年度末時点年齢を記載して下さい）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL　　　　　　　FAX

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail

一般財団法人 東海産業技術振興財団 助成研究募集について、下記の助成研究実施計画書を提出いたしますので、研究助成金の交付をお願いいたします。
記

１．研究テーマ名
２．研究対象分野
（　　）①工学を基礎としたグリーンイノベーション（環境・資源・エネルギー・食料生産革新等）の推進に関する挑戦的研究または比較的初期段階の研究
（　　）②工学を基礎としたライフイノベーション（医療福祉・介護・健康・情報通信技術活用等）の推進に関する挑戦的研究または比較的初期段階の研究
（　　）③工学を基礎とした情報イノベーション（AI・IoT技術活用等）の推進に関する挑戦的研究または比較的初期段階の研究
	　該当する分野の（　）に○印を付けて下さい。尚、複数の場合は順位を付けて下さい。


３．研究費総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　千円
４．研究助成金要望額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　千円
５．助成研究実績について
　（１）本財団からの助成研究〔※研究分担者であった場合を含む〕
	助成の有無（○印を）
	助成年度
	テーマ名

	　　有　　（　　）※
	
	

	　　無　　（　　）
	　　　―　
	　　　　　　　 ―　


　※自己が研究分担者だった場合、主たる研究実施者の氏名
「研究育成型」用
（２）他機関からの助成研究
本研究テーマに関連して他機関(文部科学省科研費,NEDO及び他財団等)からの助成実績及び他機関へ助成手続き中の研究について記載して下さい。（※他機関へ助成手続き中のものについては「助成機関名」の欄に、（申請中）、（今年度交付決定）等、状況が判る様、補足してください。）
	助成機関名
	助成年度
	テーマ名

	
	
	

	
	
	

	
	
	


６．研究実施者等






（※年齢は応募年度の年度末時点の年齢をご記入下さい）
（１）研究実施者 EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 10(フリガナ),氏名) 　　　　　　　　　　　（　　　歳）
（２）　　同　　 略歴
	項　目
	年
	月
	内　　　　　容

	最終学歴
	
	
	

	職　　歴
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（３）研究分担者（※共同研究者がいない場合は氏名欄に「該当なし」とご記入ください）
	氏　名
	所　属・役　職
	所属機関の所在地（都道府県名）
	ＴＥＬ
	ＦＡＸ

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


「研究育成型」用
（４）研究分担概要(研究実施者､分担者全ての氏名と概要を20～40字程度で記入して下さい)　
（※共同研究者がいない場合、ご記入は不要です）
	氏　　名
	研　 究　 分　 担　 概　 要　※

	研究実施者名

	

	研究分担者名-１

	

	研究分担者名-２


	

	
	


※産学官の分野は、申請時の身分、役職によりますが、特に事情があれば補足記入して
ください。
「研究育成型」用 
７．助成研究実施計画書
（１）研究の概要
以下の枠内に適宜図等を使用して簡潔に記述して下さい。なお、研究実施者または研究分担者のホームページがある場合は、そのＵＲＬを記入して下さい。



「研究育成型」用

（２）主たる研究実施場所
	研究実施場所
	　　　　　　　　　研 究 項 目

	
	

	
	

	
	


	研究を実際に行う場所と研究項目を記載して下さい。


（３）研究の開始及び終了年月
開　　始･･････令和　　年　　月　　日
終了予定･･････令和　　年　　月　　日
	 研究期間は原則として１年です。


８．研究助成金要望額と研究費総額内訳について
研究対象期間の研究助成金要望額と研究費総額内訳を記入してください。
	年　度
	研究助成金
要　望　額
	共同研究自己資金
	計

	
	
	研究実施者
	研究分担者
	

	平成　　年度
	
	
	
	

	研究助成金の
主な内訳
	　　　　費　　　　　　　千円
　　　　費　　　　　　　千円
　　　　費　　　　　　　千円
　　　　費　　　　　　　千円
その他　　　　　　　千円


研究期間における研究助成金要望額・研究費総額・内訳　　　　　  （単位：千円）
	研究助成金要望額の合計欄の総額は、最高１，０００千円です。


※例えば、当該研究に係る「研究費総額」が400万円の場合、「研究助成金要望額」＋「共同研究自己資金」＝「計（400万円）」となる様に記載してください。なお、「共同研究自己資金」がある場合、その他特記事項欄にその資金の調達方法について簡単に記載してください。（例：「交付決定済の科学研究費で支弁」「○○へ申請予定の助成金で支弁予定」等）
※　その他特記事項
Ⅴ．研究助成申請の手続き
  １．提出書類
「一般発展型」または「研究育成型」のそれぞれについて
 ・研究助成依頼書〔様式１〕　　 　　　：１枚


「一般発展型」…6ページ


「研究育成型」…13ページ
 ・研究助成金交付申請書〔様式２〕　　　：４セット（正１セット、写3セット）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


「一般発展型」… 7～12ページ


「研究育成型」…14～19ページ
※提出書類等は、特別な場合以外は返却されません。
  ２．提出期限
令和３年１１月３０日（当日消印有効）
同時に、研究助成金交付申請書〔様式２〕をWord形式にて、下記宛にメールで
ご送付ください。
  ３．提出・問い合わせ先
                  〒４４１―８１１３　
                  愛知県豊橋市西幸町字浜池３３３番地の９　
豊橋サイエンスコア1階
                        一般財団法人 東海産業技術振興財団
　　　  TEL　　（０５３２）４７－３０３０
　　　  FAX　　（０５３２）４７－３０３２
　　　　E-mail　tft@tsc.co.jp

URL　　 http://www.tft.or.jp/
  ４．募集要領に合致しない場合には受け付けないことがあります。
Ⅵ.本財団の英文名
　  　　本財団の英文名は
　　　Toukai Foundation for Technology
   　　　略称「TFT」と称します。
※研究助成の区分には「研究育成型」と「一般発展型」があり、区分によって申請書類が異なります。研究助成の区分に応じた申請書類を使用して下さい。





http://





①研究内容の概要








②研究の新規性








③発展性・応用の可能性








④共同研究の狙いと研究分担








⑤東海地域の産業振興に対する効果、貢献








⑥関連する研究業績･･･研究分担者も含め関連する著書、学術論文等のリストを記入して下さい








※研究助成の区分には「研究育成型」と「一般発展型」があり、区分によって申請書類が異なります。研究助成の区分に応じた申請書類を使用して下さい。
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①研究内容の概要








②研究の新規性








③発展性・応用の可能性
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